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＜政策評価結果の反映状況＞ 

○ 政策評価結果は、「いわて県民計画」の具体的な取組である「アクションプラン［政策編］」の 

推進のため、「新規事業の創設（41事業）」や「既存事業の拡充（51事業）」などの政策形成に活 

用され、平成 24年度に取り組む事業の予算や制度・組織体制の見直し等に反映。 

○ 復興を支える社会資本の整備等はもちろんのこと、喫緊の課題である地域産業の再生や雇用の

創出などの「産業・雇用」分野、被災地における地域医療の確保や子育て環境の整備などの「医

療・子育て・福祉」分野、水産業の復旧・復興に係る支援や安全・安心な農林水産物の供給など

の「農林水産業」分野など、各政策の推進に反映。 

＜事務事業評価結果の反映状況＞ 

○ 事務事業評価を行った政策的な事業で、雇用対策基金関連事業を除く 735 事業のうち、評価 

結果などを踏まえて「縮減」又は「廃止・休止」とした事業は 84 事業、予算のうち一般財源で 

10 億３千７百万円を縮減。 

○ 「継続」して行うとした 531 事業においても事務の効率化などを進めることとし、一般財源 

で 79 億７千７百万円を圧縮。 

○  一方で、事業内容の充実などにより 11 事業を「拡充」したものの、国の基金等の活用によ 

り、一般財源で８百万円減額し、事業の選択と集中を推進。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本表の事業数及び予算額には雇用対策基金を活用した事業は含んでおりません。 

 

反 映 区 分 事業数 
Ｈ23.9現計予算との比較（百万円） 

 うち一般財源 

合  計  735 ▲216,831 ▲15,978 

 

拡 充 11 988 ▲8 

継 続 531 ▲36,712 ▲7,977 

縮 減 5 ▲183 ▲57 

廃 止・休 止 79 ▲4,113 ▲980 

 
うち純粋な廃止・休止 57 ▲3,052 ▲509 

うち統合による廃止 22 ▲1,061 ▲471 

終 了（期限到来） 56 ▲10,221 ▲4,101 

震災対応へ（震災対応事業として実施） 53 ▲166,590 ▲2,855 

政策評価等の実施状況及び反映状況(ポイント) 

１ 政策評価結果等の反映状況 

（単位：件） 

◯「政策等の評価に関する条例」に基づき、県が実施した 4 つの評価（政策評価、事務事業評価、公共事

業評価、大規模事業評価）の政策等への反映状況を取りまとめました。 

◯「政策等の評価に関する条例」に基づき、県が実施した公共事業評価及び大規模事業評価の実施状況を

取りまとめました。 

 

Ⅰ　産業・雇用  　　     　　　　　　 【8】 14 8 0 8 30
Ⅱ　農林水産業  　　    　　　　　【5】 6 17 3 9 35
Ⅲ　医療・子育て・福祉    　       　     【3】 5 8 1 4 18
Ⅳ　安全・安心           　                         【7】 4 5 0 4 13
Ⅴ　教育・文化                         　         【10】 5 8 0 11 24
Ⅵ　環境                                      　　      【3】 3 2 1 3 9
Ⅶ　社会資本・公共交通・情報基盤    【6】 4 3 4 8 19

41 51 9 47 148

　

「アクションプラン」の７つの政策

       【政策項目数42】

新規事業
の創設

　計反　　映　　区　　分
既存事業
の拡充

制度や組
織体制の
見直し

その他(既
存事業の
改善、強
化等)
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＜公共事業評価・大規模事業評価の実施状況＞ 

○ 大規模公共事業（総事業費50億円以上）を含む公共事業等434地区について、事業の｢必要性｣、

｢重要性｣、｢緊急性｣、｢効率性（費用便益比を含む）｣、｢熟度｣のほか、社会経済情勢の変化や環

境への影響の観点から、総合的に評価を実施。 

○ 評価を実施した地区のうち、工事が長期にわたっているため再評価を実施した公共事業９地区

（うち大規模事業２地区）については、岩手県政策評価委員会の意見等を踏まえ、対応方針を決

定。 

≪評価結果≫                                      

※（ ）内は「大規模事業」の数値で内数 

※［事前評価及び継続評価の評価区分］ 
  ｢自然環境等の状況に係る評価｣（評価 a ～ c）、｢事業に関する指標｣（評価 a ～ c）からみた評価が次の場合。 

AA：いずれもａ評価、A：ａ評価とｂ評価で構成、B：いずれもｂ評価、C：いずれかがｃ評価 

 

＜公共事業評価・大規模事業評価結果の反映状況＞ 

○ 平成 24 年度の事業実施地区は、今年度

評価を実施した 434 地区のうち、休止１地

区、一時休工９地区を除く 424 地区。 

○ 平成 24 年度の事業実施地区数は、平成

23 年度の 418 地区に比べ６地区増加。厳

しい財政環境の中、評価結果をもとに、投

資効果が早期に現れるよう、事業実施地区

を厳選。 

○ 評価結果を踏まえた平成 24 年度の事業

実施地区数と当初予算額は、次のとおり。 

 

≪反映状況一覧表≫ 

※1（ ）内は「大規模公共事業」の数値で内数、予算額については、表示単位未満を四捨五入したもの。 

※2「一時休工」とは、他の整備地区に予算を重点的に配分するなどの理由により、一時的に予算の配分をせず休工としたもの。 

 

344

333

74

91

0 100 200 300 400 500

H23

H24

２ 公共事業評価・大規模事業評価の実施状況及び反映状況 
況 

（単位：地区数） 

地区数
①

(地区)

H24年度
予算額

(百万円)

地区数
②

(地区)

H24年度
予算額

(百万円)

地区数
③

(地区)

H24年度
予算額

(百万円)

91 3,262 326 36,539 8 7 2,366 1 1 424 42,167

(1) (160) (22) (9,336) (0) (2) (1,145) (0) (0) (25) (10,641)

新規着手 事業継続 事業継続
一時

休工

(地区)

休止
(地区)

一時

休工

(地区)

事業

実施

地区数

①～③
(地区)

H24年度

予算額

(百万円)

事前評価 継続評価 再評価 合計

◆事業実施地区数の推移◆ 

大規模
事業

91 16 47 27 0 1 334 90 181 63 0 9 7 1 1 0 434 454

(1) (22) (18) (4) (0) (0) (2) (2) (0) (0) (0) (25) (29)

AA A B C

前回
評価

C ③ 中止
要検討
(見直し
継続)

合計

①～③

事前評価結果 継続評価結果 再評価結果

B
事業
継続

要検討

(休止)事業
実施

①

公共事業

② AA A

【418】 

【424】 

＋６ 

【合計】 
〔事業継続地区〕 〔新規着手地区〕 
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第１ 政策評価結果及び事務事業評価結果の政策等への反映状況について 
 

１ 政策形成及び予算への反映 

政策評価結果は、新たな施策・事業の創設や既存の施策・事業の拡充、改善などの検討に活用

され、翌年度の予算や制度の見直しなどに反映されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ アクションプラン［政策編］の体系と政策評価、事務事業評価との関係 

 

３ 政策評価結果の政策等への反映状況 

 政策評価結果は、「いわて県民計画」の具体的な取組である「アクションプラン［政策編］」の

推進のため、「新規事業の創設（41 事業）」や「既存事業の拡充（51事業）」などの政策形成に活

用され、平成 24年度に取り組む事業の予算や制度・組織体制の見直し等に反映しました。 

政策評価結果の平成 24年度の政策等への反映件数は、次のとおりです。 
  （単位：件） 

   

 

※本表の新規事業の創設件数、既存事業の拡充件数には、雇用対策基金関連事業が含まれています。 

 

 

（
指
標
の
実
績
測
定
） 

主
要
施
策
の
成
果
説
明
書
の
作
成 

県議会 

報告 

部局 

オータム 

レビュー 

決 

算 

審 

査 

 

政策評価の実施 

（政策形成の支援） 

施策・事業等の検討 

○
政
策
の
優
先
度
に
応
じ
た
財
源

の
最
適
配
分 

○
重
点
課
題
へ
の
「
選
択
と
集
中
」 

政 

策 

会 

議 

等 

予 
 

算 
 

案 

アクションプラン［政策編］ 
  ［７つの政策］－［42の政策項目］－［173の推進方策］－［463の構成事業］ 

 

その他の事業 

連 動 

政策（アクションプラン）等への反映 

政 策 評 価 事務事業評価 

新規事業の創設等 

Ⅰ　産業・雇用  　　     　　　　　　 【8】 14 8 0 8 30
Ⅱ　農林水産業  　　    　　　　　【5】 6 17 3 9 35
Ⅲ　医療・子育て・福祉    　       　     【3】 5 8 1 4 18
Ⅳ　安全・安心           　                         【7】 4 5 0 4 13
Ⅴ　教育・文化                         　         【10】 5 8 0 11 24
Ⅵ　環境                                      　　      【3】 3 2 1 3 9
Ⅶ　社会資本・公共交通・情報基盤    【6】 4 3 4 8 19

41 51 9 47 148

　

「アクションプラン」の７つの政策

       【政策項目数42】

新規事業
の創設

　計反　　映　　区　　分
既存事業
の拡充

制度や組
織体制の
見直し

その他(既
存事業の
改善、強
化等)
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４ 事務事業評価結果の政策等への反映状況 

事務事業評価を行った政策的な事業で、雇用基金関連事業を除く 735 事業のうち、評価結果などを

踏まえて「縮減」又は「廃止・休止」とした事業は 84 事業、予算のうち一般財源で 10 億３千７百万

円を縮減しました。 

「継続」して行うとした 531 事業においても事務の効率化などを進め、震災対応に注力する体制を

整えることとして、一般財源で 79億７千７百万円を圧縮しました。 

一方で、事業内容の充実などにより 11事業を「拡充」しましたが、財源は国の基金等を最大限活用

することとして、一般財源では８百万円減額し、アクションプラン等の推進のため財源の見直しも図

りながら事業の選択と集中を進めました。 

なお、事務事業評価結果の公表時から今回の予算化に伴い、以下の区分を見直した事業は 83事業で

す（「震災対応分へ」を除く）。これは、震災対応事業の財源を確保するため、通常事業の一層の効率

化を図ったことと（縮減方向へ 60 事業）、国の制度変更等により事業期間が延長されたこと等（拡充

傾向 23事業）、評価時から予算編成時までの期間の状況変化によるものです。 

≪反映状況一覧表≫　　（本表の事業数及び予算額には、雇用基金関連事業を含んでいません。）

全事業数
構成比 H23.9現計との比較 うちアクションプラン構成事業
(%) （百万円） 構成比 H23.9現計との比較

(%) （百万円）
うち一般財
源・県債

拡充　　（事業範囲の拡大、事業内容の追加など） 11 1.5% 988 ▲ 8 9 2.1% 716 ▲ 34

継続　　（事業内容に変更がないもの） 531 72.2% ▲ 36,712 ▲ 7,977 334 77.7% ▲ 25,786 ▲ 6,585
縮減　　（事業範囲の縮小、事業内容の一部廃止など） 5 0.7% ▲ 183 ▲ 57 3 0.7% ▲ 172 ▲ 45
廃止・休止（事業目標の達成、抜本的見直しなど） 79 10.7% ▲ 4,113 ▲ 980 52 12.1% ▲ 2,172 ▲ 658

うち純粋な廃止・休止 57 7.8% ▲ 3,052 ▲ 509 39 9.1% ▲ 1,231 ▲ 220
うち統合による廃止 22 3.0% ▲ 1,061 ▲ 471 13 3.0% ▲ 941 ▲ 438

新規事業へ 3 0.4% ▲ 58 ▲ 28 3 0.7% ▲ 58 ▲ 28
拡充事業へ 4 0.5% ▲ 57 ▲ 3 0 0.0% 0 0
継続事業へ 14 1.9% ▲ 946 ▲ 440 10 2.3% ▲ 883 ▲ 410
縮減事業へ 1 0.1% 0 0 0 0.0% 0 0

終了　　（期限到来） 56 7.6% ▲ 10,221 ▲ 4,101 14 3.3% ▲ 2,702 ▲ 314
震災対応へ（震災対応事業として実施） 53 7.2% ▲ 166,590 ▲ 2,855 18 4.2% ▲ 2,457 ▲ 376

小計（Ａ） 735 100 ▲ 216,831 ▲ 15,978 430 100 ▲ 32,573 ▲ 8,012

新規　　（統合・再編によるものを含む）　（Ｂ） 15 2,481 101 10 550 54

合計（Ａ+Ｂ） 750 100 ▲ 214,350 ▲ 15,877 440 100 ▲ 32,023 ▲ 7,958
うち継続・終了を除く見直し事業数 163 21.7% ▲ 167,417 ▲ 3,799 92 20.9% ▲ 3,535 ▲ 1,059

うち一般財
源・県債

区　分

  
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪主な見直しの内容≫ （単位：千円） 

事業名 区分 説明 縮減額 

（一般財源縮減額） 

林業地域総合整備事

業費 

廃止・休止 

（統合・継続） 

当事業を廃止し、「林道整備事業」に統合し

ます。 

▲732,935 

（▲260,309） 

放課後子ども教室推

進事業 

廃止・休止 

（統合・新規） 

地域の放課後事業として定着し、被災地での

子どもの居場所づくりにも効果があることか

ら、震災関連の新規事業を新たに実施します。 

▲36,840 

（▲18,560） 

水産基盤ストックマ

ネジメント事業費 
廃止・休止 

 震災によって本県漁港は甚大な被害を受け

たため、事業を休止します。 

▲230,040 

（▲87,760） 
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